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株式会社足利銀行 2024年 10月 1日 

 

グリーン預金フレームワーク  サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：安生 琢 

 

格付投資情報センター（R&I）は足利銀行のグリーン預金フレームワーク（2024 年 9 月策定）が、以下の原則の

趣旨に準じるものであることを確認した。 

 

 

 

■資金使途 

事業区分 適格クライテリア 

再生可能エネルギー 太陽光発電に関する事業 

 

■オピニオンの位置付け 

グリーンボンド原則は預金商品を想定して策定されたものではないため、同原則への適合性評価を本グリーン預

金フレームワークではできない。一方、預金の受け入れはグリーンボンド発行による資金調達に相当するという整

理の下、本フレームワークはグリーンボンド原則の各要素「調達資金の使途」「プロジェクトの評価と選定のプロセス」

「調達資金の管理」「レポーティング」で求められる特徴を持つと確認できた。したがって R&I は本フレームワークが

グリーンボンド原則の趣旨に準じるものだと判断した。 

 

1. 足利銀行のサステナビリティ方針と「グリーン預金」の位置付け 

 足利銀行は持株会社めぶきフィナンシャルグループ（めぶき FG）の子会社で、栃木県を主な営業基盤とする

地域金融機関である。めぶき FG は中核となる足利銀行と常陽銀行のほか、関係会社 14 社（2024 年 3 月

末現在）から構成される。グループでは銀行業に加えてリース事業や証券業、その他事業を展開しており、シ

ンクタンクや取引先企業の脱炭素化支援、地域商社の機能を有する子会社などを抱え、ワンストップで多様

な金融・非金融サービスを提供している。 

グリーンボンド原則（202１、ICMA） 
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 めぶき FG はサステナビリティをめぐる課題を重要な経営課題と認識し、地域の課題解決と持続的な成長とと

もに、グループの持続的成長と企業価値向上の好循環をはかることを目的に「グループサステナビリティ方針」

を制定している。また、環境や人権、ダイバーシティに関する取り組みを明確化するために、「グループ環境方

針」「グループ人権方針」「グループダイバーシティ方針」「環境・社会に配慮した投融資方針」「調達・購買ガ

イドライン」を制定し、各方針にもとづいた業務運営を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出所：めぶきフィナンシャルグループ ウェブサイト］ 
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 こうした中、持続可能な地域社会の実現に地域金融機関グループとして最大限の貢献をすべく、重点的に

取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を 5 つ特定している。下記マテリアリティは、「ステークホルダーに対す

る影響度や期待」と「同社グループが果たすべき役割」の両面から課題を抽出し、それをもとにサステナビリテ

ィ委員会がグループの経営理念や経営戦略等に照らして特定、取締役会の承認を経て、最終決定したもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出所：めぶきフィナンシャルグループ ウェブサイト］ 

 

 グループではサステナビリティに関する基本姿勢や目標を明確化するため、「サステナビリティＫＰＩ」を設定し

ている。KPI の達成に向け、グループの中核企業である足利銀行でもサステナビリティ推進室を設置し、サス

テナビリティにかかる統括・推進を行っている。同行では取引先企業のパートナーとして、サステナビリティへの

取り組みを支援する商品・サービスを拡充するとともに寄り添った伴走支援を展開している。 
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［出所：めぶきフィナンシャルグループ ウェブサイト］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出所：めぶきフィナンシャルグループ ウェブサイト］ 

 

 今般、足利銀行では特に環境分野に着目、グリーンプロジェクトへの投融資強化を目的に、その原資となるグ

リーン預金の枠組みを設定した。地域の取引先企業に ESG の取り組み機会を提供し、調達した預金を環境

改善事業に還流することで、サステナビリティに資する取り組みが循環する地域社会の実現を目指していく。 
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2. 調達資金の使途 

調達資金の使途として示された対象プロジェクトは明確な環境改善効果をもたらす。調達資金の使途は適切で

ある。 

(1) 対象プロジェクト 

 グリーン預金による調達相当額は、適格クライテリア「太陽光発電に関する事業」を満たす国内外の新規融

資、または既存融資に充当される。既存融資に充当される場合、過去 3 年以内に実行された融資案件が対

象となる。 

 資金使途は、グリーンボンド原則で例示されている事業区分「再生可能エネルギー」に該当する。 

(2) 環境改善効果 

 適格クライテリアは太陽光発電に関する事業であり、適格プロジェクトへの投融資は CO2 排出量の削減をもた

らすと見込まれる。 

＜SDGs への貢献＞ 

 グリーン預金から充当される適格プロジェクトは 「7. エネルギーをみんなに そしてクリーンに」 「13. 気候変

動に具体的な対策を」 に貢献すると位置付けられる。 

   

 

3．プロジェクトの評価及び選定のプロセス 

環境面での目標、規準、プロジェクトの評価・選定のプロセス、環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロ

セスが示されている。プロセスは、環境・社会に配慮したプロジェクトを選定するように定められている。評価・選定

のプロセスは適切である。 

(1) 環境面での目標 

 本グリーン預金の環境面での目標は「気候変動の緩和」である。 

(2) 規準 

 適格クライテリアは、めぶき FG の「グループ環境方針」や重要課題「気候変動対応・環境保全」に整合する

ものとして設定されている。 

(3) 評価・選定の判断を行う際のプロセス 

 充当対象となるプロジェクトは、足利銀行の営業戦略部が適格性を確認して選定される。 

(4) 環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロセス 

 足利銀行は対象プロジェクトごとに現地調査や融資審査部での審査を行い、めぶき FG の「環境・社会に配慮

した投融資方針」に則って環境・社会リスクを評価し、投融資の可否判断を行う。 
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4．調達資金の管理 

調達資金をグリーンプロジェクトに充当するための追跡管理の方法、未充当資金の運用方法が示されている。

調達資金の管理は適切である。 

 調達資金の充当状況は、足利銀行の営業戦略部によって 1 年に 1 回以上の頻度でモニタリングされ、追跡

可能性が担保されている。 

 適格クライテリアを満たすプロジェクトに充当するまでの期間や未充当資金が発生した場合は、未充当資金と

同額を現金や現金同等物、安全性および流動性の高い有価証券で管理される。 

 

5．レポーティング 

開示のタイミング、方法、開示事項が示されている。環境改善効果に係る指標は環境面での目標に整合してい

る。レポーティングは適切である。 

(1) 開示の概要 

 レポーティングの概要は以下の通り。 

 開示事項 開示タイミング 開示方法 

資
金
充
当
状
況 

 充当したプロジェクトの内容 
 グリーン預金残高 
 投融資残高 
 未充当金額 

グリーン預金残高が存在する間、
1 年に 1 回以上 

足利銀行の 
ウェブサイト 

環
境
改
善
効
果 

CO2 排出削減（見込）量 （t-CO2） 

 大きな状況変化があった場合には、適時開示する。 

(2) 環境改善効果に係る指標 

 環境改善効果は、環境面の目標である「気候変動の緩和」に整合する定量指標として CO2 排出削減（見込）

量で示される。 

 

        以 上
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